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2025年９月 25日 

各      位 

会 社 名       日本製麻株式会社 

代表者名  代表取締役社長 植杉 泰久 

（コード番号 3306 東証スタンダード） 

問合せ先    管理本部長 山中 寛志 

（TEL 078－332－8251） 

 

 

 

第１回新株予約権の譲渡の承認に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2025年１月８日に発行した第１回新株予約権の譲渡

を承認する旨の決議を行いましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．新株予約権譲渡承認を行った理由 

当社は、2024年12月６日公表の「第三者割当による新株式及び第１回新株予約権の発行並び

に主要株主、主要株主である筆頭株主の異動（見込み）に関するお知らせ」のとおり、2025年

１月８日を期日として第１回新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）を発行し、

LEOMO,inc（以下、「LEOMO」といいます。）に20,100個（2,010,000株）を割り当てました。 

当社としては、本新株予約権の主たる資金使途である事業多角化のためのM＆A資金につい

て、可能な限り機動的に調達を進めていける環境にしていきたいとの意向を持っております。

そのような状況の中、LEOMOより、LEOMOからLEOMO Japan株式会社（以下、「LEOMO Japan」と

いいます。）に本新株予約権を譲渡することについて申し出がありました。 

本新株予約権の譲渡につきまして、譲渡先のLEOMO Japanについては、譲受けの目的が純投資

であること、また経営支配の意向は有していないこと、市場動向や株価水準に応じて機動的、

積極的に行使していくお考えを口頭で確認しております。加えて譲渡先の属性についても反社

会的勢力と関係していないことにつきましては、本新株予約権発行の際、2024年12月にリスク

プロ社の調査により確認しております。また、行使が可能であるかの資産状況につきまして

は、LEOMO Japan とLEOMOは両社とも株主として加地邦彦氏が支配権を有する会社（ LEOMO 

Japan株式100.0％保有、LEOMO株式86.7％保有）であり、LEOMO Japan に対してLEOMOから資金

貸付を行う旨確認しております。このような経緯から、当社としては、本新株予約権の一部が

LEOMO Japanに譲渡されることに問題はなく、LEOMO Japanの権利行使により当社の資金調達に

繋がると考えて、本件譲渡について承認するものであります。 

※2025年９月25日時点の行使状況については20,100個（2,010,000株）すべてが未行使であります。 
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２．新株予約権の譲渡内容 

（1）譲渡人：LEOMO,inc 

（2）譲渡先：LEOMO Japan株式会社 

（3）譲渡個数(目的となる普通株式数)：8,700個(870,000 株) 

（4）譲渡承認日：2025 年９月25日 

（5）譲渡日：2025 年９月25日（予定） 

※譲渡の当事者間の希望により、譲渡金額については非開示としました。 

 

３. 譲渡先の概要 

（１） 名 称 LEOMO Japan株式会社 

（２） 所 在 地 東京都品川区東五反田三丁目１６番２５号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役：加地 邦彦 

（４） 
事 業 内 容 

アスリート向けモーション解析デバイスの開発販売および解析

サービスの提供 

（５） 資 本 金 10 万円 

（６） 設 立 年 月 日 2024 年 5 月 15 日 

（７） 大 株 主 及 び 

持 株 比 率 
加地 邦彦 100.0％ 

（８） 上場会社と当該会社との間の関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 

４．今後の見通し 

当該新株予約権の譲渡が当社の業績に与える影響はありません。 

 

（参考） 

第１回新株予約権の概要  

１．新株予約権の名称   日本製麻株式会社 第１回新株予約権（以下、「本新株予約権」という｡）  

２．本新株予約権の払込金額の総額 金16,884,000円  

３．申込期日   2025年１月８日  

４．割当日及び払込期日  2025年１月８日  

５．募集の方法及び割当先 第三者割当の方法により割り当てる。  

LEOMO,inc 20,100個  

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数又はその数の算定方法  

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は2,010,000株とする（本新株予約権１

個当たりの目的である株式の数（以下、「割当株式数」という。）は100株とする。）。但し、本項第(2)号

ないし第(4)号により、割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割

当株式数に応じて調整されるものとする。  

(2) 当社が第 10 項の規定に従って行使価額（第９項第(2)号に定義する。）の調整を行う場合には、割当株式数は次

の算式により調整されるものとする。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。な

お、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 10 項に定める調整前行使価額及び調整後

行使価額とする。 
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(3) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる第10項第(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関

し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。  

(4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対

し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他

必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適

用開始日以降速やかにこれを行う。  

７．本新株予約権の総数 20,100個  

８．各本新株予約権の払込金額 本新株予約権１個につき金840円  

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法  

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額と

する。  

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財産の価

額（以下、「行使価額」という。）は、金544円とする。  

10．行使価額の調整  

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる

場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）をもって行

使価額を調整する。 

 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めるとこ

ろによる。  

①本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の有する当社普

通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権

利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付

する場合を除く。）                                         

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合はそ

の効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。  

②株式分割により当社普通株式を発行する場合  

調整後の行使価額は、当社普通株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。  

③本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式

又は本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合  

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使され
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たものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日）以降

又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるため

の株主割当日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。  

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取

得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合  

調整後行使価額は、取得日の翌日以降にこれを適用する。  

(3) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる場合

は、行使価額の調整は行わない。但し、その後に行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整

する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使

用する。  

(4) ①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位を切り捨てるものとする。  

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日（終値のない日数を除く。）の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値と

する。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り捨てるものとす

る。  

③行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１カ月前の日におけ

る当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。  

(5) 本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の

調整を行う。  

①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とすると

き。  

②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。  

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使

用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。  

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、

かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項

を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降

速やかにこれを行う。  

11．本新株予約権の行使期間  

2025年１月９日から2027年１月８日までとする。但し、第13項に従って当社が本新株予約権の全部又は一部を取

得する場合、当社が取得する本新株予約権については、取得日の前日までとする。  

12．その他の本新株予約権の行使の条件  

各本新株予約権の一部行使はできない。  

13．本新株予約権の取得事由 

当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会

社法第273条及び第274条の規定に従って通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権の発

行価額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することがで

きる。なお、本取得請求権により本新株予約権の一部を取得する場合には、抽選その他合理的な方法により行う
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ものとする。  

 

14．新株予約権証券の発行  

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しない。  

15．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項  

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満の端数を生じる場

合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加す

る資本準備金の額とする。  

16．新株予約権の行使請求の方法  

(1) 本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書に、必要事項を記載してこれに

記名捺印したうえ、第11項に定める行使期間中に第17項記載の行使請求受付場所に提出しなければならない。  

(2) 本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、前号の行使請求書の提出に加えて、本新株予約権の行使

に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて第18項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込

むものとする。  

(3) 本新株予約権の行使の効力は、行使請求に要する書類が第17項に定める行使請求受付場所に到着し、かつ当該

本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額が第18項に定める払込取扱場所の口座に入金された

日に発生する。  

17．行使請求受付場所  

日本製麻株式会社神戸本部  

18．払込取扱場所  

株式会社北陸銀行 砺波支店  

19．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転をす

る場合の本新株予約権の取扱い  

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

下、総称して「組織再編行為」という。）をする場合、当該組織再編行為の効力発生の時点において残存する本

新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する本新株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８

号のイないしホに掲げる株式会社（以下、総称して「再編成対象会社」という。）の新株予約権を、次の条件に

て交付できるものとする。この場合においては、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。  

(1)交付する再編成対象会社の新株予約権の数  

残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数を基準に、組織再編行為の条件等を勘案して合理

的に決定される数とする。  

(2)新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類  

再編成対象会社の普通株式とする。  

(3)新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数  

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。  

(4)新株予約権を行使することのできる期間  

第11項に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力が生ずる日のいずれか
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遅い日から、第11項に定める本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。  

(5)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項  

第16項に準じて決定する。  

(6)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

第9項第(2)号に定める行使価額を基準に組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される価額に、交付する

新株予約権１個当たりの目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる価額とする。  

(7)その他の新株予約権の行使条件、新株予約権の取得事由及び取得条件  

第12項及び第20項に準じて決定する。  

(8)新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

てるものとする。  

20.その他  

(1)会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措

置を講じる。  

(2)上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。  

(3)その他本新株予約権発行に関し必要な細目事項は、当社代表取締役に一任する。 

以 上 


